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GMにはもう利益の出ない市場にとどまっている余裕はない。全
ての顧客と市場に対応した、あらゆる車を生産する企業であろう
とすることをやめなければならない。

↓
欧州、ロシア、インド、タイのほか、89年間営業を続けてきた
オーストラリアからも引き揚げる。コミットメントではない。

メアリー・バーラCEO





Mercedes-Benz is getting 
ready to go all electric by 
the end of the decade, 
where market conditions 
allow.





■記者発表終了後のQ＆Aセッションにおける三部社長の発言

• クルマの保有を約10年と見ますと、40年には新車から出るCO2をゼロにしな
くてはなりません。今手の内にある技術でそれを達成できるのは、EVもしく
はFCVということになります。ですから今日はEVとFCVというような表現を
させていただきました。

• ただし、原材料を含めたバッテリーの調達は相当ハードルが高いと考えてい
ます。

• 顧客視点で買っていただけるEVが供給できるかどうか、これも非常にハード
ルが高い。

• たとえば、すでに建っているマンションに充電環境が作れるかというと非常
に大きな課題があると思います。

• モーター、インバーター、バッテリーの性能を上げながら、コストも下げな
ければいけない。これも大きな課題です。

• こうした非常に流動的な状況のなか、目標達成に向けて前向きに取り組んで
いきたいと考えております。





これから欧州委員会（環境寄り）の草案を欧州議会（産業寄り）が審議する。
１年半～２年はかかり、修正が加えられる見込みが強い。



日本自動車工業会 会長 豊田章男氏

・今年11月にはCOP26もあり、各国の代表者からはこ
れまでさまざまな目標が提示され、その実現策として、
出口であるクルマの選択肢を狭める動きも出てまいり
ました。

・カーボンニュートラルにおいて私たちの敵は炭素で
あり、内燃機関ではありません。炭素を減らすために
は、その国や地域の事情に見合ったプラクティカルで
サステナブルな取り組みが必要だと思っております。



・各国政府は世論を味方につけようとしているが、科学的根拠を理解し、
ライフサイクル全体を分析する必要がある。純粋にマフラーから出るガ
スの量だけを義務付ける行政は大局を見失っており、消費者向けの自動
車コストを押し上げている。

・よりクリーンなモビリティを手頃な価格で提供しなければ、多くの人
が大量のガスを排出し続ける古いクルマに乗り続けることになる。単一
の技術（EV）ではなく、複数の技術を用いた方が効率的だ。

・手頃な価格を維持できなければ、移動の自由に影響を与えることにな
り、これは現代の民主主義にとって大きな問題だ。

・エンジンの使用禁止時期を適切にしなければ、人々に自転車で会社に
行くか、EVを買うか、という選択を迫ることになる。

ステランティスCEO
カルロス・タバレス



欧州自動車工業会会長 Oliver Zipse

・内燃機関以外の動力源に移行するための適切
な条件を整えるのに苦労している現状、エンジ
ン車とHEVを禁止することは現時点では合理的
な方法ではない。

・有害なのは内燃機関ではなく化石燃料。代替
燃料が利用できない場合、2035年の目標は事実
上の内燃機関の禁止だ。

・特定の技術を義務化したり禁止したりするの
ではなく、イノベーションに焦点が当てられる
ようにすべきだ。



SDGｓはバックキャスティングが基本



しかし、エネルギー政策や産業政策は人々の
日々の暮らしを支えるもの。

SDGs的発想、つまり理想論からのバック
キャストは馴染まないのではないか？

ユーザビリティを無視した議論から持続可能
なモビリティは生まれない。


